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 本研究は，採用に関わるメンバー間における人材要件の共有が採用の成果に及ぼす影響について考察してい

る。データは，176 社から回収し、重回帰分析の結果，人材要件の共有は，新卒採用における採用者の能力評価と

中途採用における採用者の能力評価と適応評価に有意な影響を及ぼすことが分かった。結果の考察や発見につい

ては，本文にて議論する。 
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I. はじめに 
 

21 世紀に入って以降，優秀な人材の獲得競

争は年々激しくなっている。経営の高度化や技

術革新，グローバル化の進展は人的資本の価値

を高め，人材獲得競争が激化し，優秀な能力を

持った人材の採用が困難になってきている。

The Society for Human Resource 
Management (2016) によると，米国における

HR プロフェッショナルのうち 68％が，採用

が困難な状況にあると述べている。このような

状況は米国だけではなく，日本も含めた世界的

な問題である。優秀な人材を獲得することが難

しくなり，競争が激しくなった現状について

Michaels ほか（2001）は “タレント戦争”と称

している。優秀な人材を如何に獲得するのかは

重要な人事課題だ。 
 このような状況の中，優秀な人材を獲得する

ために人材要件の明確化に注目が集まってい

る。漠然と「優秀な人材」を採用しようとする

のではなく，どのような人材を採用すべきなの

か人材要件を明らかにすることが重要である

と服部（2016）は述べる。 
たとえば，三幸製菓では人材要件として「優

秀」の定義が曖昧，もしくは一般化されすぎて

おり，主に感覚で判断が下されていたため，選

考基準として機能していなかったという問題

を抱えていた。そのため，採用で評価すべき能

力を先天的なものと，後天的だが能力開発不可

能なものに絞り込み，選抜を行っている。特に，
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多様な人材を採用するために，1 つの選考スタ

イルを用いるのではなく，「カフェテリア採用」

として，五つの独自の選考スタイルを用いてい

る。 
しかし，採用実務を担う人事パーソンからは

人材要件を明確化することの限界がたびたび

語られている。たとえば， 大手商社の人事部

長（男性，50 代）を対象としたヒアリングで

は，新卒採用では人数をこなす必要があるほか，

面接担当者の急な変更といった不測の事態へ

の対応があるため，あらかじめ人材要件を設定

していたとしても選考基準にバラツキが生じ

てしまうという課題が語られた。 
同様の課題は中途採用でも見られる。大手人

材派遣業の採用担当者（男性，40 代）へのヒ

アリングでは，中途採用は部署の判断だけで採

用が決まってしまうため，選考基準にバラツキ

が大きく，中途入社者の質にも影響を与えてい

ると言われていた。 
一方，大手人材紹介業の人事課長（男性，30

代）からは採用関係者の間で人材要件の理解に

食い違いが生じることで，想定していた対象と

は異なる応募者を見たててしまう問題につい

ても語られていた。つまり，人材要件を明確化

したとしても，人事部員や面接担当者といった

採用関係者の間で共有されないことによって，

選抜にバラツキが生じてしまい，期待通りの人

材を獲得することができないという課題があ

る。 
本研究では，人材要件の共有が採用の成果に

与える影響について実証的アプローチを通し

て検討する。具体的には新卒採用と中途採用に

おいて，人材要件の共有が，二つの採用評価（①

能力評価：採用者が期待していた通りの成果を

発揮できているか，②適応評価：職場に適応し

て，離職せずに活躍できているかどうか）に及

ぼす影響について明らかにする。また，応募者

が募集しているポストに見合った KASOs を

有しているかを測る「個人－職務フィット」 
（以後，P-J フィット: Person-Job fit） と応

募者の価値観と組織の文化が合うかどうかを

測る「個人－組織フィット」 （以後，P-O フ

ィット：Person-Organization fit）を重視して

いる組織が人材要件の共有によって，採用成果

にどのような影響を及ぼすのか，交互作用につ

いても考察する。 
 

Ⅱ．先行研究のレビュー 
 
Ⅱ-１. 人材要件の共有の重要性 
 
 人材要件の共有について，先行研究で直接的

に語られたものはほとんど確認することがで

きない。このことは，先行研究の多くが応募者

の誘引や選抜手法の検証といった個人（求職者）

の立場に焦点を絞っているため，人材要件の共

有のように採用を実施・運営する組織（人事）

の立場に立った研究が少ないことが原因とし

てある（Phillips and Gully，2015）。 
しかし，先行研究では直接的に人材要件の共

有に触れられてはいないものの，近しい概念が

提示されている。たとえば，Ployhart and Kim 
(2014) は，組織業績や競争優位の獲得といっ

た組織レベルの成果に貢献する人的資本を形

成するために，事業戦略や人事方針を踏まえて

採用活動を行い，事業戦略の目標を遂行するた

めに必要な個人レベルの知識，スキル，能力な

ど（以後，KASOS: Knowledge， Skill， Ability， 
and Other）を獲得することの重要性を説いて

いる。事業戦略と採用施策の整合性が担保され

ることで，適切な KASOS を有した人材を獲得

することが可能であり，そのためには，どのよ

うな人材を獲得すべきか，採用に関わるメンバ

ー間で共通認識を持つことが必要となる。 
同様に，Phillips and Gully (2015)もまた，

事業戦略や人事方針に基づいて，競争優位の源

泉としてどのような人材を採用しなくてはな

らないのか，個人レベルの末端まで共通認識を

持つことの重要性を指摘している。Phillips 
and Gully (2015)は，このような組織レベルの

要素である事業戦略や人事方針を，部門・部署

といったチーム・レベルや採用担当者や面接担

当者などの個人レベルまで一気通貫させるこ

とを，垂直方向の戦略的採用と述べている。た

とえば，事業戦略の変化によって，求められる

人材要件が変わったことを，部門・部署の現場

や，応募者に接する面接担当者が理解せず，従

来の人材要件に引き摺られたままでいると，戦
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略遂行のために必要な人材を獲得することは

難しくなる。そのため，事業戦略の変化によっ

て，求める人材要件も変わったことを，採用に

関わるメンバーの末端にまで理解を推し進め

る役割が，戦略的採用には不可欠となる。 
 Phillips and Gully (2015)による垂直方向の

戦略的採用と同様の概念は，碇ほか（2016）1

によっても語られている。碇ほか（2016）は，

競争優位の源泉となる人材を獲得するために

は，組織，チーム，個人レベルの活動に整合性

を持たせる階層間コーディネーション機能に

よって，採用に関わるメンバー間で人材要件の

すり合わせを行うことが重要だと述べる。階層

間コーディネーション機能では二つの影響力

が存在する。 
一つは，個人からチーム，組織へのボトムア

ップの影響力が働くことで，現場の情報が経営

層へと吸い上げられ，採用ターゲットとなる人

材を獲得するための実現可能性を高める成果

が期待される。 
もう一方は，組織からチーム，個人へのトッ

プダウンの影響力だ。トップダウンの影響力で

は，組織レベルで決められた事業戦略や人事方

針に即して，チームや個人レベルにて採用活動

ができるように，理解のすり合わせや実行可能

な施策の補助を行うコーディネーションが行

われる。碇ほか（2016）の理論においても，事

業戦略の遂行に必要な人材を獲得するために

は，組織，チーム，個人レベルにまたがる採用

に関わるメンバー間で，求める人材要件の共有

が重要視されている。 
 以上のように，事業戦略の遂行に必要な人材

を獲得するためには，「どのような人材が必要

なのか？」「事業戦略上，なぜその人材を採用

しなくてはならないのか？」について，採用に

関わるメンバー間で共通の認識を持つことが

必要となる。特に，戦略的採用は，組織，チー

ム，個人レベルという複数階層にまたがった活

動（Gully， Phillips and Kim 2014; Gully and 
Phillips 2015; 碇ほか 2016）であるためにス

テークホルダーが多く，意識のすり合わせの難

度が高い。そのため，「垂直方向の戦略的採用」

や「階層間コーディネーション機能」として，

先行研究では焦点が絞られてきた。 

 しかし，先行研究では，事業戦略に基づいて

設定された採用ターゲットとなる人材につい

て，組織，チーム，個人レベルの関係者間で共

通認識を持つことの重要性が語られてきたも

のの，具体的にどのようにして採用の成果に影

響を与えるのかについて，検討されてはこなか

った。そのため，本研究では，人材要件の共有

が採用の成果に及ぼす影響について検討する。

その際，採用の成果については，採用者が採用

時に期待していた通りの KASOs を有してい

たかに関する能力評価と，採用者が職場で活躍

し，離職や不適応を起こしていないかに関する

適応評価の二つの指標で検討する。 
 
Ⅱ-２. 人材要件の共有と人材要件の明確化 
 
本研究では人材要件の共有に焦点が絞られ

ているが，伝統的には人材要件の明確化に着目

した研究が多い。このことは，人材要件を明ら

かにして具体的な採用目標を設定することに

よって，適切な応募者を惹きつけ，入社後の成

果を予測することができると考えられてきた

ためだ（Breaugh 2008; Newman and Lyon 
2009）。 
伝統的な人材要件の指標としては， P-J フ

ィットと P-O フィットが考えられる （Kristof 
1996）。 

P-J フィットと P-O フィットが選抜の成果

に及ぼす影響については，数多くの先行研究が

蓄積されている。たとえば，Kristof-Brown， 
Zimmerman， and Johnson (2005) によるメ

タ分析では，172 の文献を用いて，職場におけ

る P-J フィットと P-O フィットの成果につい

てまとめられている。特に，採用や選抜に対し

て，P-J フィットと P-O フィットが及ぼす成

果について見てみると，両方の指標が共に有意

な影響力を持つことが明らかとなっている。 
具体的には，選抜において，採用者や応募者

が P-J フィットを認知することは，応募者に対

する組織への誘引（k = 4， N = 8，131， ρ 
= .48）と採用意欲（k = 4， N = 1，132， ρ 
= .67）に有意な関係性があることが分かって

いる。また，離職や離職意図に対しては，有意

な関係性を確認することができなかった。 
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一方，P-O フィットに関しては，組織への誘

引（k = 11， N = 9,001， ρ = .46），内定受諾

（k = 4， N = 1,829， ρ = .24），採用意欲（k 
= 9， N = 2,518， ρ = .61），採用通知（k = 8， 
N = 1,556， ρ = .32）に対して有意な関係性を

確認することができている。また，離職や離職

意図に対しては，P-J フィット同様に，有意な

関係性を見つけることはできていない。 
 これらのメタ分析の結果，P-J フィットや P-
O フィットは共に，選抜において，応募者を惹

きつける成果を持つとともに，選抜側にとって

も採用者を決めるための有効な指標となって

いることが分かる。このことは，他の先行研究

でも同様の結果が確認できる（Adkins， 
Russell， and Werbel 1994; Cable and Judge 
1996; Cable and Judge 1997; Kristof-Brown 
2000）。また，メタ分析の結果は P-J フィット

や P-O フィットが離職や適応に関しては，有

効な指標となりえないという結果も提示して

いる。 
 以上のように，先行研究では，P-J フィット

と P-O フィットは選抜における有用な指標と

して考えられてきた。しかし，たとえどのよう

な選抜指標を用いていたとしても，面接担当者

によって異なる価値判断が下されたり，リクル

ーターが事業部のニーズに適さない人材を見

立てたりして，そもそもの基準に整合性が確保

されていなければ，期待していた通りの人材を

確保することは難しい。つまり，人材要件の共

有が十分になされていない組織では，選抜の精

度が低下し，期待していた能力や志向を有した

人材の獲得が困難になると考えられる。その結

果，採用者の能力や適応に対する評価に影響を

及ぼすこととなる。逆に，人材要件の共有が十

分になされている組織では，選抜の精度が高ま

り，採用者の能力や適応に対する高い評価につ

ながると推察される。 
そのため，本研究では，P-J フィットや P-O

フィットを重視した選抜の成果を高める調整

変数として，人材要件の共有に着目して，本研

究で交互作用を明らかにする。 
 
Ⅲ. 本研究の目的 
 

 本研究の目的は，採用に関わるメンバー間に

おける人材要件の共有が採用の成果に及ぼす

影響について明らかにすることである。 
先行研究では，求める人材要件を明確化する

ことで，ターゲットとなる応募者を惹きつけ，

獲得しようとすることに主眼が置かれてきた。

具体的には，P-J フィットと P-O フィットと

いう二つの基準が伝統的に重視され，人材要件

と合致する応募者の獲得が主な研究関心とな

ってきた。 
しかし，戦略的採用の視点からとらえた研究

や実務家を対象としたヒアリングでは，採用を

成功させるためには人材要件の明確化だけで

は不足であり，人材要件の共有がなされなけれ

ば選抜にバラツキが生じ，適切な人材を採用す

ることが難しいと述べている。だが，人材要件

の共有が採用の成果にどのような影響を及ぼ

すのか，検証を行っている研究はほとんどない。

そのため，本研究では人材要件の共有が採用の

成果に及ぼす影響について探索的に検証する。 
 

リサーチクエスチョン１：人材要件の共有が採

用の成果を高めるかどうか？ 
 
また，人材要件の共有によって，明確化され

た人材要件がどのような影響を受けるのかに

ついても検討する。具体的には，人材要件を P-
J フィットと P-O フィットという二つの伝統

的な指標を用いて，人材要件の共有との交互作

用を明らかにすることで，人材要件の共有が

P-J フィットと P-O フィットに与える影響に

ついて確認する。 
 

リサーチクエスチョン２：人材要件の共有をす

ることで，P-J フィットと P-O フィットを重

視した選考が採用の効果に及ぼす影響をどの

ように変化するか？ 
 
Ⅳ. 方法 
 
Ⅳ-１. データ収集 
 
本研究におけるデータは，「ワークス人材マ

ネジメント調査 2015」の一環として，郵送に
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よる質問紙調査として回収された。調査対象は，

東京証券取引所第一部に上場している 1895社

（2015 年 8 月時点）の人事部である。調査期

間は，2015 年 8 月 17 日～10 月 9 日であり，

回収率向上のために，電話による督促を行って

いる。結果，176 社（製造業 95 社，非製造業 

81 社）から有効回答を得ることができた。回

収率は 9.3％である。 
 
Ⅳ-２. 尺度 
 
 本研究では，三つの尺度（①人材要件の共有，

②選抜指標，③採用の成果）が用いられている。

これらは 5 件法のリッカート尺度で構成され

ており独自の尺度2となっている。また，すべ

ての尺度は同じ項目で，新卒採用と中途採用に

ついて質問されている。各質問項目の詳細は図

表 1 にまとめられている。 
 
① 人材要件の共有 
 
 人材要件の共有は，人材要件を設定する際に，

どのように要件定義を明確化し，採用に関わる

メンバーに浸透しているのかについて，6 項目

の設問で質問されている。具体的には，「採用

に関わるメンバー間で，人材要件の理解にバラ

ツキがない」「人材要件は，社内の多くの人間

からコンセンサスを得ている」といった内容で

構成されている。これら 6 項目は，因子分析

（最尤法，回転なし）の結果，新卒採用と中途

採用ともに 1 因子が確認されている。 
 
② 選抜指標 
 
 選抜指標は，採用活動において重視している

選抜基準について質問する 9 項目で構成され

る。具体的には，「自社の企業理念に共感して

いるかどうか」「自社の仕事で役立つ知識や経

験を持っているかどうか」「自社の企業文化・

組織風土に合いそうかどうか」といった設問が

含まれている。これらの質問は，新卒採用と中

途採用において，同じ項目が使用されている。

因子分析（最尤法，プロマックス回転）の結果，

新卒採用と中途採用共に，同じ 2 因子構造（P-
J フィット 3 項目，P-O フィット 6 項目）を確

認することができた。 
 
③ 採用の成果 
 
 採用の成果は，最近 2~3 年の採用状況を顧

みて，採用者の能力と適応状況について，6 項

目で質問している。具体的には，「採用基準を

満たした質の高い人材を，継続的に採用できて

いる」「最近の入社者は，離職せずに活躍でき

ている」といった設問が含まれる。これらの質

問は，新卒採用と中途採用において，同じ項目

が使用され，因子分析（最尤法，プロマックス

回転）の結果，新卒採用と中途採用共に，同じ

2 因子構造（能力評価 4 項目，適応評価 2 項

目）を確認することができた。 
 
④ コントロール変数 
 
 人材要件の共有が採用の成果に及ぼす影響

を見るために，採用に影響を与えると考えられ

る産業特性や企業規模，従業員数や採用人数な

どの企業特性に関する 11 変数＜①業種大分類

（製造業・非製造業），②売上高(百万円），③営

業利益(百万円），④従業員数（人），⑤1 人あた

り売上（百万円），⑥全従業員における総合職

の割合，⑦全従業員における大卒割合，⑧全従

業員における中途入社割合，⑨定年を除く 1 年

間の退職者数，⑩直近 1 年間の新卒採用者数，

⑪直近 1 年間の中途採用者数＞が，コントロー

ル変数として分析に使用される。 
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図表１ 因子分析の結果3 

 

 
 
Ⅳ-３. 分析 
 
 本研究では，階層的重回帰分析によって，

人材要件の共有と P-J フィット，P-O フィ

ットが，採用の成果に及ぼす影響を検証す

る。独立変数として，人材要件の共有，P-J
フィット，P-O フィットを設定し，二つの

従属変数（能力評価，適応評価）への関係性

を確認する。同時に，人材要件の共有と P-
J フィット，P-O フィットの交互作用につ

いても検証する。また，重回帰分析は，新卒

採用と中途採用で別々に実施した。 
 分析手順としては，ステップ 0 としてコ

ントロール変数のみを投入して分析を行い，

ステップ 1 にて独立変数を加え，ステップ

2 として交互作用を確認する。また，交互作

用を確認する際，多重共線性の問題を回避

するために，独立変数は中心化した値を使

用した（Tabachnick and Fidell 2013）。 
 重回帰分析で使用している変数間の相関

と記述統計は図表 2 に記載されている。 
 
Ⅴ．結果 
 
 重回帰分析の結果，人材要件の共有は，新

卒採用においても，中途採用においても，採

用の成果を高めることが明らかとなった。

重回帰分析の詳細な結果は，図表３にまと

められている。 
 新卒採用において，人材要件の共有は能

力評価に対して有意な影響を及ぼすことが

わかった（β = .353， p < .001）。適応評価

に対しても，有意な影響（β = .360， p < .001）
が見られるものの，モデル全体の適合が有

意ではない結果が得られている。 
 P-JフィットとP-Oフィットに関しては，

P-J フィットが能力評価に及ぼす影響のみ

新卒 中途
因子１ 因子１

１） 採用に関わるメンバー間で、人材要件の理解にバラツキがない .714 .705
２） 人材要件は、自社の誰が見ても十分に納得性がある .636 .721
３） 人材要件は、採用に関わるメンバーに十分に浸透している .845 .787
４） 人材要件は、自社ならではの特徴が含まれている .616 .639
５） 人材要件は、わかりやすい言葉で明確に表現されている .709 .753
６） 人材要件は、社内の多くの人間からコンセンサスを得ている .416 .628

固有値 2.685 3.007
寄与率（％） 44.745 50.114
信頼性計数（クロンバックα） .814 .853
注：因子抽出法：最尤法

因子１ 因子２ 因子１ 因子２
１） 自社の仕事で役立つ知識や経験を持っているかどうか .803 -.166 .886 -.024
２） 専門性（専攻）と自社の事業領域・仕事との関係性の高さ .778 -.234 .914 -.097
３） 即戦力として期待できるスキルを有しているか .609 -.034 .809 .084
４） 考えるキャリア・将来像が、自社で実現できそうか .233 .619 .108 .645
５） 期待している働き方が、自社の働き方と合っているか .380 .614 .051 .779
６） 希望している労働条件と、自社の条件が合っているか .225 .572 .137 .731
７） 自社の企業理念に共感しているかどうか -.013 .405 -.335 .490
８） 自社の企業文化・組織風土に合いそうかどうか .029 .311 -.099 .526
９） 自社の業界や事業について理解しているかどうか .133 .154 .090 .330

固有値 1.889 1.454 3.210 1.410
寄与率（％） 20.993 16.153 35.665 15.671
信頼性計数（クロンバックα） .783 .640 .896 .757
注：因子抽出法：最尤法、プロマックス回転

因子１ 因子２ 因子１ 因子２
１） 想定していた以上に、能力・適性の高い人材が採用できた .730 -.072 .710 -.072
２） 採用基準を満たした質の高い人材を、継続的に採用できている .712 .065 .610 .005
３） 配属先の上長、職場の同僚からの評価が高い .672 .003 .879 .031
４） 会社の期待から大きく外れることなく、成長している .626 .071 .503 .312
５） 最近の入社者は、離職せずに活躍できている -.072 1.030 -.103 1.059
６） 最近の入社者は、適応している（例：メンタルで休職していない） .248 .419 .115 .644

固有値 1.598 1.666 2.309 1.378
寄与率（％） 26.631 27.771 38.490 22.971
信頼性計数（クロンバックα） .779 .679 .799 .823

能力評価

適応評価

新卒 中途

新卒 中途
因子 質問項目

人
材

要
件
の

共

有

質問項目因子

P-J
フィット

P-O
フィット

因子 質問項目
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が有意となっている（β = .243， p < .01）。
同時に，交互作用についても，人材要件の共

有と P-J フィットが能力評価に及ぼす影響

のみ，有意な結果が得られた（β = -.190， p 
< .05）。 
 中途採用においては，人材要件の共有は，

新卒採用の結果と同様に，能力評価 (β 
= .236， p < .05)と適応評価(β = .259， p 
< .05)に有意な影響を有することが分かっ

た。 
 P-JフィットとP-Oフィットに関しては，

両方共に，中途採用における採用の成果と

有意な関係性を見出すことはできなかった。

そのため，人材要件の共有との交互作用も

確認することはできなかった。 
 
Ⅵ. 考察 
 
 分析結果は，人材要件の共有が，新卒採用

においても中途採用においても，採用の効

果を高めることを立証するものであった。

人材要件が，採用に関わるメンバー間で共

有されればされるほど，新卒採用と中途採

用を問わず，期待通りの能力を発揮し，離職

せずに適応する人材を採用することができ

ることが分かった。このことから，採用に関

わるメンバーの間で人材要件の共有がなさ

れることは，採用を成功させるための大き

な要因であることが明らかとなった。 
 人材要件を共有することはけっして新し

い課題ではない。採用実務に携わる者から

すれば，昔から問題視されていたものの効

果的な解決策を講じることができず，残課

題として続いてきたものと言える。このこ

とは，実務家からのヒアリングでもあった

ように，新卒採用か，中途採用かを問わずに

課題として認識されながらも，半ば仕方の

ないものとして扱われてきたきらいがある。 
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 しかし，本研究の結果は，採用の成果を上

げるために人材要件の共有を疎かにしては

いけないことを強調している。特に，戦略的

採用研究が主張するように，事業戦略と採

用を連動させ，人的資本の優位性で企業競

争力を生み出そうとする場合，組織のトッ

プが提示する求める人材像のビジョンを組

織の末端まで，認識のズレがないように浸

透させる必要がある。そのため，人材要件を

採用に関わるメンバー間で共有することは，

戦略的採用を遂行する上で重要な要因であ

ると言える。 
 また，先行研究で有意な影響力を持つと

考えられていた P-J フィットと P-O フィッ

トは，本研究の結果では，ほとんど有意な結

果を見出すことができなかった。特に，多く

の先行研究において P-O フィットは最も効

果があると考えられてきたものの（Adkins， 
Russell and Werbel 1994; Cable and 
Judge 1996; Cable and Judge 1997; 
Kristof-Brown 2000），重回帰分析の結果で

は，新卒採用と中途採用の双方で有意な結

果を得ることができなかった。 
だが，図表２の相関分析の結果を見ると，

P-O フィットは新卒採用と中途採用の双方

において，能力評価と有意な相関（新卒 r 
= .201， p < .01，中途 r = .316， p < .01）
があることが分かる。 

P-O フィットは，採用者の能力評価に対

してまったく影響がないわけではない。し

かし，重回帰分析の結果，P-O フィットの

影響が有意ではなくなっている。つまり，P-
O フィットの影響は，採用人数や大卒者の

割合，人材要件の共有度合いなどの他の影

響によって減少してしまっている。 
同様に，P-J フィットも，相関分析の結果

は，能力評価（新卒 r = .251， p < .01，
中途 r = .232， p < .01）と中途の適応評

価（r = .265， p < .01）と有意な相関を持

つものの，重回帰分析の結果では，新卒採用

の能力評価を除く，すべての採用効果に関

する変数との間に有意な関係性を見出すこ

とはできなかった。そのような中で，人材要

件の共有のみが，すべての採用効果に対し

て有意な影響を持つ。 
この結果は，採用関係者間で共通認識を

持つことの重要性を強調してきた先行研究

（Gully， Phillips and Gully 2014; Gully 
and Phillips 2015; 碇ほか 2016）の主張を

裏付ける結果となっている。つまり，たとえ

選考時に P-J フィットや P-O フィットを重

視していたとしても，企業規模や産業特性

などの他の要因からの影響が大きく，選考

時に何を重視しているかだけでは採用の効

果に対する影響を見ることは難しい。特に，

どのような選考基準を設けていたとしても，

選抜者の間で共通認識がなければ，選考時

の判断にバラツキやズレが生じてしまう。

重回帰分析の結果，人材要件の共有のみが，

採用の効果に関するすべての変数に有意な

影響を持つことは，その重要性を強調して

いると言える。 
また，人材要件の共有と P-J フィット及

び P-O フィットの間の交互作用を見てみる

と，新卒採用における能力評価でのみ，主効

果でも有意な影響を持ち，且つ，人材要件の

共有と P-J フィットの間に有意な交互作用

を確認することができた。図表４は，新卒採

用における人材要件の共有と P-J フィット

の交互作用を図示している。 
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有意な交互作用があるということは，図

表４のように，Y 軸に従属変数を置いた際

に，独立変数と調整変数の関係性が並行で

はないということである(Tabachnick and 
Fidell 2013)。正の交互作用を持つ場合は，

調整変数の値が大きくなったとき，独立変

数の値が大きい群と小さい群の差が大きく

なる（右側に大きく開いたハの字を描く）。

逆に，負の交互作用がある場合は，調整変数

の値が大きくなったとき，独立変数の値が

大きい群と小さい群の差が小さくなる（左

側に大きく開いたハの字を描く）。本研究で

は，調整変数が人材要件の共有にあたり，独

立変数が P-J フィットとなる。 
新卒採用における人材要件の共有と P-J

フィットでは，負の交互作用があるため，図

表４にあるとおり左側に大きく開いた関係

性になる。このことは，人材要件を共有する

ことによって，新卒採用における能力評価

が高まる一方，P-J フィットを重視するこ

とによって，人材要件を共有せずともある

程度の効果を出すことができることを指す。 
人材要件の共有と P-J フィットは共に，

新卒採用における能力評価へ正の関係性を

持つため，人材要件を共有することによっ

て，P-J フィットは新卒採用における能力

評価への影響を強めることができる。しか

し，P-J フィットをより重視する企業とそ

うではない企業を比べた際に，人材要件を

共有することによる効果は P-J フィットを

重視する企業では弱まる。 
このことは，新卒採用における目的と時

間軸の企業ごとの違いが，影響していると

推察される。中村（2016）が指摘するよう

に，新卒採用の目的は企業によって二つの

時間軸が存在する。一つは，将来の幹部候補

として 10 年後の活躍を見越してポテンシ

ャルを評価する長期の時間軸である。もう

一つは，即戦力として，現場での人手不足を

解決するための，短期的な時間軸での新卒

採用である。 
短期的な時間軸を志向する採用では，配

属先での仕事と近しい経験を積んだ応募者

を選考することが選考基準となるため，面

接担当者やリクルーターにとって自分たち

と近しい応募者を見つけ出すことになり，

特別に意識のすり合わせをせずとも，基準

のすり合わせが容易となる。特に，P-O フ

ィットよりも P-J フィットのほうが，選考

基準が行動ベースとなるために明確である。

そのため，P-Jフィットを重視する企業は，

人材要件の共有が十分になされずとも，あ

る程度の採用の効果を期待できると考えら

れる。 
しかし，P-J フィットを重視する企業で

あっても，影響が弱くなるだけで人材要件

の共有が重要ではないというわけではない。

P-J フィットを重視する企業であっても，

人材要件を共有することによって採用の効

果は高まる。 
また，交互作用の結果は，P-J フィットを

重視しない企業では，人材要件を共有する

ことによって，採用の効果を飛躍的に高め

ることができることを示している。このこ

とは，P-J フィットによる短期的な時間軸

での成果を目的とするよりも，ポテンシャ

ルや長期的な時間軸を重視して新卒採用を

する企業では，より一層，人材要件を共有す

ることが重要であることが分かる。 
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図表４ 新卒採用における人材要件の共有

と P-J フィットの交互作用 

 

 
これらの結果をまとめると，二つの発見

がある。1 つ目の発見は，P-O フィットや

P-J フィットのように選考基準でなにを重

視するかということよりも，採用に携わる

関係者間で人材要件を共有することが，新

卒採用においても中途採用においても，重

要だということだ。このことは，採用関係者

間で共通認識を持つことの重要性を強調し

てきた先行研究（Gully， Phillips， and 
Kim 2014; Gully and Phillips 2015; 碇ほ

か 2016）の主張をサポートする。どれだけ

優れた選考基準を持っていたとしても，リ

クルーターや採用担当者，面接担当者によ

って，人材要件の異なる解釈や認識を持っ

ていては，期待通りの人材を採用すること

は難しい。 
二つ目の発見は，新卒採用において即戦

力を志向するのではなく，ポテンシャルを

重視し，長期的な時間軸を志向する企業で

は，人材要件を共有することの重要性が特

に大きいということだ。特に，本研究の調査

対象である東証 1 部の大企業では，伝統的

に，幹部候補として新卒採用者を位置づけ

ることが多い。そのような場合，10 年後の

活躍を予測して新卒採用を行うため，価値

観や性格，スタンスなどの面接担当者の主

観によって評価が左右されやすい選考基準

が重視されるため，どのような人材を採用

するのか要件定義の共有とすり合わせの重

要度が増す。 
これら二つの発見を踏まえ，学術的含意

として，採用研究は募集・選抜プロセスや人

材要件の明確化といった個人レベルの活動

にばかり目を向けるのではなく，人材要件

の共有や採用活動の一貫性のように，組織

レベルの活動にも目を向けていく必要があ

るといえる。 
また，実務的含意として，人材要件の共有

を仕方のないこととして解決を先延ばしす

るのではなく，優秀な人材を獲得するため

に，採用に関わるメンバー間での目線合わ

せと判断基準の摺合せに取り組んでいくこ

との重要性が提示されている。 
人材要件を明確化することは，優秀な人

材を獲得するためには重要なプロセスであ

る。しかし，どれだけ精巧に人材要件を明ら

かにしたとしても，面接担当者が人材要件

を理解せず，勝手な判断で合否を決めてし

まうと，人材要件を明確化した意味がなく

なってしまうのである。 
 
Ⅶ. 限界と将来の展望 
 
 本研究には，主に二つの限界がある。一つ

は，実証分析において，人材要件の共有の中

に，質的な要素が含まれていなかった点で

ある。特に，人材要件の共有は，戦略的採用

において重要視されるものの，データとし

14.410
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て立証することができなかった。 
二つ目の限界は，方法論上の問題である。

本研究で使用されたデータは，人事部員に

よる自己評価であるため，実際の企業の現

状をどれだけ反映しているのかが分からな

いという欠点がある。そもそも，採用に関す

る研究は，企業レベルを対象とした実証研

注 
 
1 碇ほか（2016）は，戦略的採用の主要な役割を，三つ

の機能（①デザイン機能，②IPO 推進，③階層間コーデ

ィネーション機能）で構成される採用ハブとして定義し

ている。第 1 に，デザイン機能とは，採用で考慮すべき

組織内外における要素の範囲を決め，採用活動全体をデ

ザインすることである。第 2 に，IPO 推進とは，インプ

ット―プロセス―アウトカムの一連の流れを推進し，採

用活動によって HRM に及ぼした影響を，新たな事業戦

略の立案や人事戦略の計画といった HRM 全体の前提と

なる活動にフィードバックを変えることだ。第 3 に，階

層間コーディネーション機能とは，組織，チーム，個人

レベルを横断して採用活動を連携させることである。こ

れら三つの機能が戦略的採用の核となる 
2 独自開発した尺度は，探索的因子分析によって内的妥

当性を示し，クロンバックαによって信頼性係数を確認

している。確認的因子分析による分析方法もあるが，確

認的因子分析は小サンプルではモデルの適合度が安定し

ないため，今回は使用しない（Tabachnick and Fidell 
2013）。 
3 プロマックス回転で因子分析を行っているため，1 を

超える因子負荷量が発生している。斜交回転では因子間

の相関を仮定するため，因子間の相関を仮定しない直交

回転とは異なり，因子負荷量が 1 を超えることがありえ

る（Tabachnick and Fidell 2013）。 
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